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中学生の食に関するメディアリテラシー尺度の開発

中西　明美*₁・衛藤　久美*₂・武見ゆかり*₃

目的：中学生を対象に「食に関するメディアリテラシー尺度」を作成し，その信頼性と妥当性を検討するこ
とを目的とした．

方法：₂₀₁₁年 ₆ ～ ₇ 月に，東京都及び埼玉県の公立中学校の生徒₂,₀₆₄名を対象に質問紙を用いた横断研究
を実施した．項目案は，一般的なメディアリテラシーや食行動の要因に関する先行研究を参考に，「批
判的思考」と「自律的判断」の ₂側面で構成されると仮定し，₂₉項目作成した．尺度の信頼性は，内
的整合性のクロンバックα と再検査法により確認した．妥当性は，「間食選択動機」調査票，一般的
なメディアリテラシー尺度，メディア利用状況との関連性によって検討した．

結果：有効回答数は₁,₄₅₆名（₇₀.₅％）であった．探索的因子分析の結果，「食品表示活用」，「食品広告・販
売促進からの影響」，「食に関するメディアからの情報の批判的認識」，「栄養バランスの判断」の ₄因
子₁₆項目が得られた．さらに，確証的因子分析の結果，高い適合度（GFI＝₀.₉₆，AGFI＝₀.₉₅，CFI＝
₀.₉₆，RMSEA＝₀.₀₅）が得られた．各因子の信頼性では，クロンバックα 係数（α＝₀.₇₆～₀.₈₃）と
再検査法による信頼性（r＝₀.₄₈～₀.₆₇，いずれも，p＜₀.₀₁）を確認し，良好な結果が得られた．妥
当性では，重回帰分析の結果，「食品広告・販売促進からの影響」は，平日のテレビ視聴時間，テレ
ビに対する保護者の肯定的意見と負の関連が見られた．一方，他の ₃つの因子は，テレビに対する保
護者の批判的意見と正の関連が見られた．

結論：中学生の「食に関するメディアリテラシー尺度」の信頼性と妥当性が確認された．
〔日健教誌，₂₀₁₂；₂₀（₃）：207-220〕
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Ⅰ　はじめに

　子どもの食物選択要因は様々あるが，その一つ
にマスメディアの影響が挙げられる₁）．マスメディ
アのうち，中学生のテレビ視聴時間は，平日 ₂～
₃ 時間，休日 ₃ ～ ₄ 時間が最も多い₂）．海外にお
ける小・中学生を対象とした先行研究では，テレ
ビの視聴時間が長い子どもは菓子やソフトドリン
クの摂取が多いこと₃-₅）や，逆に野菜や果物の摂取
が少ないことが報告されている₆,₇）．著者らが，国

内で行った同様の研究でも，テレビ視聴時間が長
い子どもの方が，野菜類，鉄や食物繊維の摂取量
が少なく，望ましくない食事をしていた₈）．
　テレビ視聴時間が健康や食生活と関連している
要因の一つに食品広告の影響が考えられる．テレ
ビの視聴時間が長い子どもは，広告された食べ物
をより多く保護者に要求すること₉）や広告された
食品の購入頻度₅）や摂取頻度₃,₅）が高いことが報告
されている．また，食品広告と食物摂取の関連を
検討した先行研究では，食品広告を見たときはそ
うでない広告を見たときに比べ，高脂肪食品や甘
くてエネルギー密度の高い食品の摂取量が増すこ
とが報告₁₀,₁₁）されている．
　このようにメディアからの食情報は，子どもの
食事へ影響することが示されている．こうした影
響に対処するには，メディアリテラシー教育，す
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なわち，子どもの望ましい食習慣形成のために
は，メディアから日々流されている食情報を鵜呑
みにせず，自身の健康を考え，客観的，自律的に
判断する力を形成することが必要と考えた．海外
の先行研究では，メディアリテラシー育成に関す
るプログラムは，摂食障害₁₂-₁₅）や喫煙₁₆-₁₉）に関す
るものが散見される．しかし，食に関しては，米
国で幼児の保護者を対象とした食品表示やテレビ
の見方を学習する₂₀）ものと家庭の食環境を改善す
るために子どもが作った栄養に関するスローガン
やロゴを用い，メディアキャンペーン行う₂₁）とい
うものがあるが少ない．
　一方，国内では，メディアリテラシー教育のカ
リキュラムや単元開発₂₂,₂₃），小・中学校の国語や総
合的な学習の時間等におけるプログラム開発₂₄-₂₇）

とその教材開発₂₈,₂₉）の報告がみられる．家庭科に
おいても，米国の教科書を参考に批判的思考を家
族・家庭生活や保育領域に取り入れた授業実践が
みられる₃₀,₃₁）．中学校の学習指導要領では，平成
₂₀年 ₃ 月の改訂で，国語科にメディアリテラシー
に関する内容が盛り込まれ₃₂），今後全国で実施さ
れる動きがある．
　食に関するメディアリテラシー教育と言う観点
では，健康的な間食選択やバランスの良い朝食を
テーマとする学習に広告や食品表示の分析スキル
を取り入れたプログラムが開発されている₃₃,₃₄）．
　食事全体の望ましい習慣的な摂取と関連づけた
メディアリテラシー教育については，学校教育に
導入可能な食育プログラムが開発され，プログラ
ム前後で，食品表示や食事のバランスに関する食
行動や食態度に望ましい変化が見られたという報
告₃₅,₃₆）がある．しかし，これまで，子どもの食に
関するメディアリテラシーそのものを取り上げ評
価の対象としたものはない．現在開発されてい
る，子どもの食に関するメディアリテラーの評価
指標は，間食に関するメディアリテラシー教育に
活用できる間食選択動機調査票₃₇）と広告や食品表
示の分析に関する指標₃₃,₃₄）だけである．
　そこで，本研究の目的は，中学生の食に関する

メディアリテラシーを測定する尺度を開発し，そ
の信頼性と妥当性を検討することである．本尺度
を開発することで，食に関するメディアリテラ
シー教育のアセスメントと評価に活用できる．対
象を中学生とした理由は，これまで著者らが検討
してきたメディアリテラシーの視点を取り入れた
食育プログラム開発の際に，小学 ₆年生では，一
部の子どもでプログラムの目標を達成できていな
かったこと₃₆），批判的思考の発達は小学生と中学
生の間に発達的な断層がみられるという報告₃₈）が
あるためである．本研究のメディアリテラシーの
定義は，総務省₃₉）や鈴木みどりら₄₀）の考えに基づ
き，「子どもがメディアからの食情報を鵜呑みにせ
ず，食品表示等を用いて客観的・主体的に読み取
る力」とした．

Ⅱ　方　　法

1．対象者及び調査方法

　東京都M市の公立中学校 ₃校及び埼玉県S市公
立中学校₂校に在籍する ₁～ ₃年生₂,₀₆₄名（男子
₁,₀₇₀名，女子₉₉₄名）を対象に，₂₀₁₁年 ₆ 月～ ₇
月に質問紙を用いた横断研究を実施し，₁,₆₄₇名
（男子₈₁₁名，女子₈₃₆名）から回答を得た（回収率
₇₉.₈％）．対象とした東京都M市は，東京都のほ
ぼ中央北部に位置し，人口約 ₇万人，就業人口の
₆₆％が第 ₃ 次産業に就業している．埼玉県 S市
は，埼玉県中部に位置し，人口約₁₀万人，就業人
口の₆₆％が第 ₃次産業に就業している．
　調査は，各学校の意向により，自記式の質問紙
を家庭へ持ち帰る留置法，又は各中学校の教室に
おいて集合法のいずれかで実施した．回収した調
査票は，調査トレーニングを受けた女子栄養大学
の調査員が調査マニュアルに従い確認し，記入漏
れや回答内容に不備があった場合は再調査を行っ
た．再調査を含むすべての調査は， ₇月中に終了
した．
2 ．調査内容

₁ ）食に関するメディアリテラシーの項目
　「食に関するメディアリテラシー尺度」は総務
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省₃₉）や鈴木₄₀）らのメディアリテラシーの定義に従
い，「情報を鵜呑みにせず精査・評価すること（批
判的思考）」と「情報に基づき客観的・主体的に判
断すること（自律的判断）」の ₂つの概念に分かれ
ると仮定した．さらに，批判的思考は，食に関す
るメディアからの情報を批判的な視点をもって捉
えているかという「食に関するメディアからの情
報の批判的認識」と，メディアからの食情報，特
に食品広告や販売促進に対する態度として「食品
広告・販売促進からの影響」の ₂側面があると仮
定した．また，自律的判断は，食情報を客観的・
主体的に判断するために，食品表示を活用するこ
とのスキルや態度として「食品表示活用」と，主
食・主菜・副菜のそろった食事等，栄養バランス
を食情報に惑わされず客観的に判断できるスキル
や態度として「栄養バランスの判断」の ₂側面が
あると仮定した．このように，「自律的判断」に ₂
側面あると仮定したのは，子どもが，食品表示か
ら判断できる内容と，主食・主菜・副菜等の食に
関する知識を持つことにより判断できる内容は異
なり，望ましい食物摂取につなげるために，その
両方が必要と考えたからである．
　批判的思考の項目作成は，上地らの「中学生用
メディア受容能力尺度」₄₁），後藤の「メディアリテ
ラシー尺度」₄₂），Primackらの「Smoking Media 

Literacy Scale」₄₃），赤松の「間食選択動機」調査
票₃₇），松本らの中学生の日常の食生活に関する意
識や行動を構成する要因₄₄）等の項目を参考にし
た．その結果，「食に関するメディアからの情報の
批判的認識」₁₅項目，「食品広告・販売促進からの
影響」 ₇項目の計₂₂項目を候補とした．自律的判
断の項目作成は，Anneらの Knowledge, attitudes, 

and behavior regarding food labels等₄₅）の項目を
参考に，小・中学校の家庭科の学習内容も踏ま
え，「食品表示活用」を ₄項目，「栄養バランスの
判断」 ₃項目の計 ₇項目を作成した．
　以上の₂₉項目を用いて，本調査の対象とは異な
る中学校 ₁校 ₁～ ₃年生₂₈₂名に予備調査を実施し
た．回答分布の確認，探索的因子分析を行った．

また，児童生徒の食育を研究している研究者数名
により，食に関するメディアリテラシーの項目と
して適切かどうかの内容的妥当性を確認した．さ
らに，現職の中学校校長 ₁名，家庭科教諭 ₁名の
協力を得て，答えやすい質問か表面的妥当性の確
認を行った．以上の検討を踏まえ，最終的に，本
調査用に₂₁項目の項目案を完成した．
　本調査における尺度の教示は，子どもがわかり
やすいように，予備調査で得られた因子ごとに異
なるものとした．「食品広告・販売促進からの影
響」の場合は，「あなたが，食品を選んだり食べた
りする時どう思いますか，あてはまると思う番号
₁つに○をつけてください」，「食に関するメディ
アからの情報の批判的認識」は「あなたは，食品
広告や食品コマーシャルについてどう思います
か，あてはまると思う番号に ₁つ〇をつけてくだ
さい」，「食品表示活用」は「食品の表示（原材料
や期限，カロリーなどの栄養成分表示）につい
て，あてはまると思う番号 ₁つに〇をつけてくだ
さい」，「栄養バランスの判断」は「自分の健康や
栄養バランスについて，あてはまると思う番号 ₁
つに〇をつけてください」とした．
　回答は，「まったくそう思わない（ ₁点）」から
「非常にそう思う（ ₅点）」の ₅段階評価とした．
ただし，逆転項目は，「まったくそう思わない」を
₅点とした．
₂）併存的妥当性の検討項目
　赤松によって作成された「間食選択動機」調査
票₃₇）と，後藤によって作成された「メディアリテ
ラシー尺度」₄₂）を併存的妥当性の指標とした．
　「間食選択動機」調査票は中学生を対象に作成さ
れたもので，「流行・販売促進」，「嗜好・便利
性」，「健康・ダイエット」の ₃つの因子のうち，
「流行・販売促進」を用いた．「コマーシャルに出
ていること」など ₉項目に対して，「まったく大切
だと思わない（ ₅点）」から「非常に大切だと思う
（ ₁点）」の ₄段階で評価し，得点が高いほど，コ
マーシャルに出ていることを間食選択動機としな
いという配点とした．
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　メディアリテラシー尺度は，「メディア操作スキ
ル」，「主体的態度」，「批判的思考」のうちから
「主体的態度」と「批判的思考」を用いて検討し
た．「主体的態度」とは，メディアから情報を漫然
と受容するのではなく，自ら進んで情報を求める
主体性が必要ということである．「批判的思考」と
は，メディアに対する情報を「構成されたもの」
であるとみているかということである．「コマー
シャルでは商品がよく売れるように商品のイメー
ジを強調している」など₁₈項目に対して，「そう思
わない（ ₁点）」から「そう思う（ ₅点）」の ₅段
階で評価した．
₃）メディア利用状況に関する項目
　メディア利用に関する項目は，テレビ内容のコ
ミュニケーション，テレビに対する保護者の養育
態度，メディア情報への曝露について質問した．
　テレビ内容のコミュニケーションは，「家族とテ
レビ内容を話すか」と「友人とテレビ内容を話す
か」の ₂項目₄₆）についてその頻度を尋ねた．
　テレビに対する保護者の養育態度は，Parental 

influence scalesのうち，Critical viewing scaleと
Positive mediation scaleの項目₁₁）から ₃項目ずつ
用いた．「家の方は，テレビで見た内容について，
次のことを言われたり，されたりすることはあり
ますか」いう教示に対し，「テレビは実物のものよ
りよく見える」，「テレビは本当のことばかりでは
ない」，「テレビとは違った意見を言う」の ₃項目
を批判的意見とした．「テレビで紹介している商品
を好きという」，「家族はテレビの内容に同意す
る」，「テレビで見たことと同じことをする」の ₃
項目を肯定的意見とした．さらに，テレビ視聴に
対する保護者の統制機能として，「家族からのテレ
ビで見る番組や時間の制限」₄₆）を用いた．以上，
計 ₇項目についてその頻度を尋ねた．
　メディア情報への曝露は，「 ₁日のテレビの視聴
時間（平日・休日）」₄₇），「 ₁日のインターネット使
用時間（平日・休日）」は，おおよその時間を自由
回答で記入してもらった．「テレビを見ながらの食
事」₄₈）は頻度を尋ねた．

　以上の項目のうち，頻度を尋ねる項目は，「ぜん
ぜんない」，「あまりない」，「ときどきある」，「い
つもある」の ₄段階で回答を求めた．
₄）その他
　対象者の属性として，性，学年，家族構成，
きょうだいの有無を質問した．また，習慣的な栄
養素・食品摂取状況を把握するために，「中学生・
高校生用簡易型自記式食事歴法質問票（brief-type 

self-administered diet history questionnaire for 

₁₅-year-olds：BDHQ₁₅y）₄₉）を用いた．
3 ．解析方法

　調査票を回収した₁,₆₄₇名のうち，調査協力の同
意が得られなかった₂₂名，質問紙調査の回答に不
備があった₂₉名，さらに，BDHQ₁₅yで算出され
たエネルギー量から極度な過小・過大申告の可能
性のある₁₄₀名を除外した．この除外基準は，
BDHQの開発者である佐々木らの方法₅₀）に従い，
日本人の食事摂取基準₂₀₁₀年版を参考に，当該
性・年齢別「推定エネルギー必要量×最も低い身
体活動レベル×₀.₅」未満，「推定エネルギー必要
量×最も高い身体活動レベル×₁.₅」以上とした．
最終的な解析対象者は，₁,₄₅₆名で，男子₇₀₃名，
女子₇₅₃名， ₁ 年生₅₁₉名， ₂ 年生₄₁₂名， ₃ 年生
₅₂₅名である（有効回答率₇₀.₅％）．
　尚，本研究の分析に用いた対象者と除外した対
象者₁₉₁名とで，属性（性，学年，肥満度）に差が
認められないか地域別に検討した．その結果，埼
玉県 S市では，いずれの項目も有意な差は認めら
れなかった．東京都M市では，女子の肥満度は有
意な差が認められたが，性，学年では有意な差は
認められなかった．
　以上の解析対象者のデータをもとに，①食に関
するメディアリテラシー尺度の項目分析，②探索
的因子分析，③確証的因子分析，④信頼性の検
討，⑤属性別因子得点の比較，⑥併存的妥当性の
検討，⑦構成概念妥当性の検討を順に行った．
　①食に関するメディアリテラシー尺度の項目分
析では，「食に関するメディアリテラシー」₂₁項目
のうち， ₁選択肢に₅₀％以上の偏りがある項目，
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項目間の相関が₀.₈以上の項目や同一因子に属すと
考えられる項目間での負の相関，天井・フロアー
効果（平均値±標準偏差が ₁以下又は ₅以上）が
みられる項目を削除した．
　②探索的因子分析は，最尤法，プロマックス回
転により行い，固有値₁.₀以上を基準に因子数を決
定し，共通性₀.₃未満の項目を除いた．その後，探
索的因子分析によって得られた尺度の構成項目と
因子構造が妥当であるか検討するため，③確証的
因子分析を行い，適合度指標を求めた．本研究で
は，適合度指標として，Goodness of Fit Index

（GFI），Adjusted GFI（AGFI），Comparative Fit 

Index（CFI），Root Mean Square Error of Approx-

imation（RMSEA）を採用した．これらの指標は
どの値も₀.₀₀～₁.₀₀をとり，GFI, AGFI, CFIは，
₁.₀₀に近い値をとるほど望ましく，一般的に，
₀.₉₀以上が目安とされている．RMSEAは小さい
値ほど望ましく，₀.₀₅以下が良い（₀.₁₀以上は不
可）とされる．因子分析において，各項目の欠損
値は，平均値を置換して解析した．
　なお，分析前の正規性の確認は，正規確率プ
ロット法，尖度，歪度は± ₂以内を基準とした．
その結果，分布は正規性から外れていないと判断
した．また，地域差については， ₄因子のうち ₃
因子の得点は地域差がみられなかったため，今回
はデータを合わせて解析することとした．
　次に，④信頼性の検討は，内的整合性と再検査
法により検討した．内的整合性はクロンバックの
α 係数から算出した．再検査法は，対象者のうち
から ₂年生₅₇名に対し本調査の ₂週間後に再調査
を実施し，「食に関するメディアリテラシー尺度」
得点の相関を Pearsonの相関係数から，時間的安
定性を検討した．
　⑤属性別尺度得点の比較は， ₂ 群間の比較に
は，対応のない t検定を用い，₃群間の比較には，
一元配置分散分析を用いて検討した．
　⑥併存的妥当性は，既存尺度と食に関するメ
ディアリテラシー尺度との相関により検討した．
Pearsonの相関係数を算出した．

　⑦構成概念妥当性の検討は，まず，「食に関する
メディアリテラシー尺度」とメディア利用状況と
の相関を Spearmanの順位相関係数により検討し
た．次に，尺度得点を目的変数とした重回帰分析
を行った．説明変数には，有意な相関の見られた
項目，性，学年を投入し，ステップワイズ法を用
いた．
　有意水準は ₅％とし，解析には統計解析パッ
ケージIBM SPSS Statistics₁₉.₀及びIBM SPSS Amos 

₂₀.₀を用いた．
4 ．倫理的配慮

　本調査の主旨と方法を記した調査協力の依頼文
書を調査票とともに生徒を通して保護者へ配布し
た．協力の同意を得る方法は， ₁）調査票ととも
に配布した同意書への著名をもって同意を得る，
₂）個別の文書による同意ではなく調査票の提出
をもって同意を得る，のどちらか一方を学校の実
情に合わせて選択してもらった．また生徒自身に
は，本研究の主旨，個人情報保護方針，結果は集
団として扱うこと，成績には影響しないこと，自
由意思に基づく研究参加であることを理解しても
らった上で実施した．
　本調査は，香川栄養学園倫理委員会の審査・承
認を得て実施した（香倫委第₁₆₀号）．

Ⅲ　結　　果

1．因子分析の結果

　因子分析に先立ち，項目分析の結果，同じ因子
の中で負の相関を示した ₁項目を削除して，探索
的因子分析を行った．表 ₁に示す通り，予備調査
と同様の ₄ 因子が抽出された．共通性の低かっ
た，「ファーストフードは，定期的に利用しないと
気が済まない」，「好きなテレビ番組や雑誌を見な
がら食事したい」，「テレビ番組の内容の理解の仕
方は人それぞれだ」，「主食・主菜・副菜を知って
いる」の ₄項目を削除し，因子 ₁を ₄ 項目，因子
₂を ₄項目，因子 ₃を ₅項目，因子 ₄を ₃項目と
した．これらは，当初仮定した ₄ 側面と同様で
あったことから，因子 ₁を「食品表示活用」，因子
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₂を「食品広告・販売促進からの影響」，因子₃を
「食に関するメディアからの情報の批判的認識」，
因子 ₄を「栄養バランスの判断」と名付けた．
　次に，確証的因子分析により因子モデルの適合
度を検討した結果，図 ₁に示す通り，高い適合度
（GFI＝₀.₉₆，AGFI＝₀.₉₅，CFI＝₀.₉₆，RMSEA＝
₀.₀₅）を得た．因子間相関では，食品広告・販売
促進からの影響と他の因子において有意な負の相
関（r＝－₀.₃₃～－₀.₂₀）が認められた．その他の
因子間では，有意な正の相関（r＝₀.₂₀～₀.₅₄）が
認められた．尚，以降の解析においては，因子同
士が負の相関を示すものがあったため， ₄因子の
得点を合計せず，各因子得点を用いて，信頼性や
妥当性を検討した．

2 ．信 頼 性

　各因子のクロンバックα 係数（内的整合性）
は，表 ₁ に示す通り，因子 ₁「食品表示活用」
₀.₈₃，因子 ₂「食品広告・販売促進からの影響」
₀.₈₁，因子 ₃「食に関するメディアからの情報の
批判的認識」₀.₇₆，因子 ₄「栄養バランスの判断」
₀.₈₁で，十分な信頼性が確認された．
　再検査法による各因子得点の相関係数は，表に
は示していないが，因子 ₁ は₀.₅₁，因子 ₂ は
₀.₆₇，因子 ₃ は₀.₄₈，因子 ₄ は₀.₅₄（全て p＜
₀.₀₀₁）で，全ての因子において中程度の有意な正
の相関が認められ，時間的安定性が確認できた．
3 ．属性別因子得点

　表 ₂に性別，学年別の因子得点を示した．性別
では，因子 ₁「食品表示活用」（p＜₀.₀₀₁）は，

表 1　「食に関するメディアリテラシー」尺度の探索的因子分析の結果

因子 ₁ 因子 ₂ 因子 ₃ 因子 ₄

自律的判断（食品表示活用）（α＝₀.₈₃）
カロリーなどの栄養成分表示を見て，よりよい食品を選ぶことができる 　₀.₈₇₁ 　₀.₀₁₄ －₀.₀₂₈ 　₀.₀₁₀
原材料や期限の表示を見て，よりよい食品を選ぶことができる 　₀.₇₆₈ －₀.₀₀₆ 　₀.₀₃₄ －₀.₀₁₃
食べ物や飲み物を買う時に食品表示を見るよう心がけている 　₀.₇₃₅ －₀.₀₃₃ －₀.₀₇₂ 　₀.₀₂₇
食品の表示を理解できる 　₀.₅₈₉ 　₀.₀₀₄ 　₀.₀₇₈ 　₀.₀₁₆

批判的思考（食品広告・販売促進からの影響）（α＝₀.₈₁）
新発売や期間限定の食品を食べてみないと気が済まない（逆転項目） －₀.₀₂₄ 　₀.₈₆₈ 　₀.₀₄₅ 　₀.₀₄₈
話題になっている食品は食べてみないと気がすまない（逆転項目） 　₀.₀₄₁ 　₀.₈₅₅ 　₀.₀₂₈ －₀.₀₁₉
食べ物や飲み物を買いに行った時，店内に目を引く広告やパッケージがある
と買いたくなる（逆転項目） －₀.₀₂₉ 　₀.₅₅₀ －₀.₀₆₆ 　₀.₀₁₁

キャンペーン中や割引クーポンのある食品を食べたい（逆転項目） －₀.₀₁₁ 　₀.₅₄₃ －₀.₀₆₂ －₀.₀₅₁
批判的思考（食に関するメディアからの情報の批判的認識）（α＝₀.₇₆）
食品コマーシャルではよく売れるように商品のイメージを強調している －₀.₀₃₉ 　₀.₀₀₄ 　₀.₇₄₆ 　₀.₀₅₅
食品パッケージは大げさな表現をしていると感じる時がある 　₀.₀₄₀ 　₀.₀₁₂ 　₀.₇₀₀ －₀.₀₆₅
食品パッケージにえがかれているイラストや写真は実物の食品より魅力的で
ある 　₀.₀₀₉ －₀.₀₆₄ 　₀.₅₈₃ －₀.₀₇₆

食品広告の目的は食品を売ることなので，食品の都合の悪い部分は伝えない 　₀.₀₁₃ 　₀.₀₅₀ 　₀.₅₇₈ －₀.₀₁₀
食品コマーシャルはスポンサーやコマーシャル制作者の考えを強く映しだし
ている －₀.₀₂₃ －₀.₀₆₂ 　₀.₅₁₈ 　₀.₁₁₂

自律的判断（栄養バランス判断）（α＝₀.₈₁）
健康に過ごすために，バランスの良い食事になるよう気をつけている －₀.₀₀₃ －₀.₀₁₅ －₀.₀₄₃ 　₀.₈₉₇
主食・主菜・副菜のそろった食事を心がけている －₀.₀₃₀ －₀.₀₀₆ 　₀.₀₀₅ 　₀.₈₇₄
自分の食事のバランスがよいかどうか判断することができる 　₀.₁₇₃ 　₀.₀₃₂ 　₀.₀₅₂ 　₀.₄₈₀

固有値 　₃.₉₁　 　₁.₉₈　 　₁.₀₈　 　₁.₃₆　
寄与率  ₂₄.₄％  ₁₂.₄％ 　₆.₇％ 　₈.₅％
累積寄与率  ₂₄.₄％  ₃₆.₈％  ₄₃.₅％  ₅₂.₀％

探索的因子分析は，最尤法，プロマックス回転による
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男子が女子に比べ有意に得点が低かった．因子 ₂
「食品広告・販売促進からの影響」（p＝₀.₀₀₃）
は，逆に男子が女子に比べて高かった．学年別で
は，因子 ₂「食品広告・販売促進からの影響」
（p＝₀.₀₃）と因子 ₄「栄養バランスの判断」（p＝
₀.₀₁）は，共に，学年が低い方が，得点が高かっ
た．家族構成，兄弟の有無は，いずれの因子とも
有意な群間差は認められなかった．

4 ．併存的妥当性

　因子 ₂「食品広告・販売促進からの影響」得点
は，「間食選択動機」調査票の「流行・販売促進」
得点と強い正の相関がみられ，₀.₆₃（p＜₀.₀₀₁）
であった．因子 ₁「食品表示活用」，因子 ₃「食に
関するメディアからの情報の批判的認識」，因子 ₄
「栄養バランスの判断」では，「メディアリテラ
シー尺度」と弱～中程度の正の相関が認められ，

図 1　「食に関するメディアリテラシー」尺度の確証的因子分析の結果
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それぞれ，₀.₃₁，₀.₃₉，₀.₂₃（全て：p＜₀.₀₀₁）
であった．
5 ．構成概念妥当性

　表 ₃に，メディア利用状況と各因子得点との相
関の結果を示した．テレビ内容のコミュニケー
ションとテレビに対する保護者の養育態度では，

「家族からテレビで見る番組や時間の制限」を除く
全ての項目は，全ての因子と有意な相関が認めら
れた．メディア情報への曝露では，全ての項目が
因子 ₄「栄養バランスの判断」と有意な相関が認
められた．また，テレビの視聴時間，テレビを見
ながらの食事は，因子 ₂「食品広告・販売促進か

表 2　属性別「食に関するメディアリテラシー」尺度因子得点

因子
₁.自律的判断
（食品表示活用）

₂.批判的思考
（食品広告・販売促進から

の影響）

₃.批判的思考
（食に関するメディアから
の情報の批判的認識）

₄.自律的判断
（栄養バランスの判断）

平均（標準偏差） p値 平均（標準偏差） p値 平均（標準偏差） p値 平均（標準偏差） p値

全体（n＝₁,₄₅₆） ₁₃.₇ （₃.₈） ₁₁.₉ （₃.₈） ₁₈.₅ （₃.₆） ₁₀.₄ （₂.₇）
性別₁）

男子（n＝₇₀₃） ₁₃.₂ （₃.₈） ＜₀.₀₀₁ ₁₂.₂ （₃.₉） ₀.₀₀₃ ₁₈.₅ （₃.₉） ₀.₆₆ ₁₀.₅ （₂.₈） ₀.₄₉
女子（n＝₇₅₃） ₁₄.₂ （₃.₇） ₁₁.₆ （₃.₆） ₁₈.₄ （₃.₂） ₁₀.₄ （₂.₅）

学年₂）

₁ 年（n＝₅₁₉） ₁₃.₄ （₃.₉） 　₀.₀₈　 ₁₂.₂ （₃.₉） ₀.₀₃ 　 ₁₈.₄ （₃.₇） ₀.₄₂ ₁₀.₆ （₂.₆） ₀.₀₁
₂ 年（n＝₄₁₂） ₁₄.₀ （₃.₇） ₁₁.₉ （₃.₉） ₁₈.₃ （₃.₇） ₁₀.₆ （₂.₇）
₃ 年（n＝₅₂₅） ₁₃.₆ （₃.₇） ₁₁.₆ （₃.₆） ₁₈.₆ （₃.₄） ₁₀.₁ （₂.₆）

欠損値を除き集計
群間の比較は， ₁）対応のない t検定， ₂）一元配置分散分析を用いた

表 3　メディア利用状況と因子得点との相関

因子

₁.自律的判断
（食品表示 
活用）

₂.批判的思考
（食品広告・
販売促進から
の影響）

₃.批判的思考
（食に関する
メディアから
の情報の批判
的認識）

₄.自律的判断
（栄養バラン
スの判断）

テレビ内容コミュ
ニケーション

家族とテレビ内容を話すか ₀.₂₀** －₀.₁₄** ₀.₁₀** ₀.₁₉**

友人とテレビ内容を話すか 　₀.₁₂** －₀.₂₀** ₀.₁₁** 　₀.₁₁**

テレビに対する保
護者の養育態度

批判的意見：テレビは実物のものよりよく見える 　₀.₁₄** －₀.₁₉** ₀.₂₄** 　₀.₀₉**

批判的意見：テレビは本当のことばかりではない 　₀.₁₄** －₀.₁₃** ₀.₂₇** 　₀.₁₂**

批判的意見：テレビとは違った意見を言う 　₀.₁₅** －₀.₁₀** ₀.₂₁** 　₀.₁₃**

肯定的意見：テレビで紹介している商品を好きという 　₀.₁₅** －₀.₃₁** ₀.₁₈** 　₀.₁₀**

肯定的意見：テレビの内容に同意する 　₀.₁₃** －₀.₂₃** ₀.₁₄** 　₀.₁₂**

肯定的意見：テレビで見たことと同じことをする 　₀.₁₁** －₀.₂₇** ₀.₁₄** 　₀.₀₈**

家族からテレビで見る番組や時間の制限 　₀.₀₈** －₀.₀₉** ₀.₀₂ 　₀.₁₃**

メディア情報への
曝露

平日のテレビ視聴時間（時） －₀.₀₂ －₀.₁₂** －₀.₀₅ －₀.₀₈**

休日のテレビ視聴時間（時） －₀.₀₂ －₀.₁₀** －₀.₀₅ －₀.₀₉**

平日のインターネット使用時間（時） －₀.₀₃ －₀.₀₁ －₀.₀₀₁　 －₀.₀₉**

休日のインターネット使用時間（時） 　₀.₀₃ －₀.₀₁ ₀.₀₂ －₀.₀₈**

テレビを見ながらの食事 －₀.₀₇* －₀.₀₇** ₀.₀₂ －₀.₁₀**

欠損値を除き集計
Spearmanの順位相関係数　p＜₀.₀₅：*，p＜₀.₀₁：**

・性別（男子＝ ₁，女子＝ ₂），・学年（ ₁年＝ ₁， ₂年＝ ₂， ₃年＝ ₃），・テレビに対する保護者の養育態度，テレビを見ながらの食事
（ぜんぜんない＝ ₁，あまりない＝ ₂，ときどきある＝ ₃，いつもある＝ ₄）と得点化し，分析した。テレビ視聴時間とインターネット使
用時間は，時間をそのまま分析した
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らの影響」と有意な相関が認められた．
　次に，各因子得点を目的変数とし，メディア利
用状況のうち有意な単相関が認められた項目を説
明変数とした重回帰分析の結果を表 ₄に示した．
因子 ₁「食品表示活用」には，テレビに対する保
護者の養育態度の批判的思考 ₂項目，家族とテレ
ビ内容を話すかと正の関連が認められた．テレビ
を見ながらの食事と負の関連が認められた．
　因子 ₄「栄養バランスの判断」には，因子 ₁と
同様に，批判的意見 ₂項目，家族とテレビ内容を
話すか，テレビを見ながらの食事と関連が認めら
れた．
　因子 ₃「食に関するメディアからの情報の批判
的認識」には，批判的意見 ₃項目と正の関連が見
られたが，メディア情報への曝露とは関連は認め
られなかった．

　因子 ₂「食品広告・販売促進からの影響」に
は，他の因子とは異なり，多くの項目と負の相関
が認められた．友人とテレビ内容を話すか，肯定
的意見 ₂項目，平日のテレビ視聴時間，いずれと
も負の関連が認められた．

Ⅳ　考　　察

　本研究では，中学生を対象に「食に関するメ
ディアリテラシー尺度」の作成を試みた．その結
果，因子 ₁「食品表示活用」，因子 ₂「食品広告・
販売促進からの影響」，因子 ₃「食に関するメディ
アからの情報の批判的認識」，因子 ₄「栄養バラン
スの判断」の ₄ 因子構造₁₆項目の尺度が得られ
た．各因子のクロンバックのα 係数は十分に高い
信頼性を示した．再検査法では，全ての因子で中
程度の正の相関が認められ，時間的安定性が確認

表 4　因子得点に対する重回帰分析の結果

因子

₁.自律的判断
（食品表示 
活用）

₂.批判的思考
（食品広告・
販売促進から
の影響）

₃.批判的思考
（食に関する
メディアから
の情報の批判
的認識）

₄.自律的判断
（栄養バラン
スの判断）

属性
性別 ₀.₀₉** ―

学年 －₀.₀₇** －₀.₀₇**

テレビ内容コミュ
ニケーション

家族とテレビ内容を話すか ₀.₁₇** ― ― ₀.₁₈**

友人とテレビ内容を話すか ― －₀.₁₁** ₀.₀₅* ―

テレビに対する保
護者の養育態度

批判的意見：テレビは実物のものよりよく見える ₀.₀₇* －₀.₀₈** ₀.₁₁** ―

批判的意見：テレビは本当のことばかりではない ₀.₀₉** ― ₀.₁₄** ₀.₀₇*

批判的意見：テレビとは違った意見を言う ― ― ₀.₀₈** ₀.₀₉**

肯定的意見：テレビで紹介している商品を好きという ₀.₀₉** －₀.₂₂** ₀.₀₉** ―

肯定的意見：テレビの内容に同意する ― ― ― ―

肯定的意見：テレビで見たことと同じことをする ― －₀.₁₄** ― ―

家族からテレビで見る番組や時間の制限 ― ― ₀.₀₇**

メディア情報への
曝露

平日のテレビ視聴時間（時） －₀.₁₁** ―

休日のテレビ視聴時間（時） ― ―

平日のインターネット使用時間（時） －₀.₀₇**

休日のインターネット使用時間（時） ―

テレビを見ながらの食事 －₀.₀₉** －₀.₀₉** －₀.₀₉**

R ₀.₃₀ ₀.₄₂ ₀.₃₂ ₀.₃₁
R₂ ₀.₀₉ ₀.₁₈ ₀.₁₀ ₀.₀₉

数値は，標準偏回帰係数（β），欠損値を除き集計
重回帰分析（ステップワイズ法）　p＜₀.₀₅：*，p＜₀.₀₁：**

説明変数には，・性別：男子＝ ₁，女子＝ ₂，・学年： ₁年＝ ₁， ₂年＝ ₂， ₃年＝ ₃，・テレビに対する保護者の養育態度（全 ₇項目），
テレビを見ながらの食事：ぜんぜんない＝ ₁，あまりない＝ ₂，ときどきある＝ ₃，いつもある＝ ₄と得点化し，投入した。テレビ視聴時
間とインターネット使用時間は，時間をそのまま投入した。ただし，グレー部分は，単相関が有意でなかったため，投入せずに検討した
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できた．併存的妥当性及び構成概念妥当性につい
ても，共に妥当な結果が得られた．以上より，本
尺度は，中学生の食に関するメディアリテラシー
を評価する指標として活用可能と考えられた．項
目内容のうち，因子 ₁「食品表示活用」と因子 ₄
「栄養バランスの判断」は，小・中学校の家庭科の
学習内容に対応させてあり，学校の学習に合わせ
た使用も可能である．また，項目数は₁₆項目で学
習前後にも無理なく実施できる．
　これまで開発されてきた食に関するメディアリ
テラシーに関する評価指標は，子どもを対象とし
たものでは，間食選択動機に限られたもの₃₇）と，
広告の分析や食品表示の分析スキルに関する指
標₃₃,₃₄）のみであった．また，成人対象では，食生
活リテラシー尺度が開発されている₅₁）が，その項
目は一般的な食情報の収集，選別，判断等の ₅項
目で構成され，食生活に影響力がある食品広告等
具体的な項目は含まれていない．今回開発した
「食に関するメディアリテラシー尺度」は，食品広
告に関する項目も含んでおり，望ましい食生活全
般と関連するメディアリテラシーの評価指標と
なった．
　併存的妥当性の検討結果からは，因子 ₂「食品
広告・販売促進からの影響」は，「間食選択動機」
調査票の因子である「流行・販売促進」₃₇）と強い
正の相関を示した．「流行・販売促進」は新発売等
の食品広告に対する態度を測定する尺度であり，
妥当な結果であった．次に，因子 ₁「食品表示の
活用」，因子 ₃「食に関するメディアからの情報の
批判的認識」，因子 ₄「栄養バランスの判断」の ₃
つは，「メディアリテラシー尺度」と弱～中程度の
正の相関を示した．「メディアリテラシー尺度」が
食情報だけでなく一般的なメディア情報に対する
「批判的思考」と「主体的態度」から構成されてい
るため，強い相関ではなく，中程度の相関を示し
たことは妥当な結果といえよう．
　次に，重回帰分析により構成概念妥当性を検討
した結果，メディア情報の曝露に関しては，テレ
ビの視聴時間は，因子 ₂「食品広告・販売促進か

らの影響」とのみ関連を示した．すなわち，テレ
ビ視聴時間が長くなると，新製品等の食品広告に
のりやすくなるという結果である．この結果は，
テレビ視聴時間が長い子どもの方が，広告された
食べ物をより多く保護者に要求しているという報
告₉）と一致する．
　テレビを見ながらの食事については，因子 ₂に
加え，因子 ₁「食品表示活用」，因子 ₄「栄養バラ
ンスの判断」の ₃因子と負の関連を示した．食事
中にテレビを見る時は見ない時に比べ，野菜や果
物の摂取量が少なくなり₅₂,₅₃），ソーダやスナック
の摂取が増える₄₈）という報告がある．本研究の結
果から，テレビを見ながら食べることは，これら
₃つの因子を媒介して，バランスの悪い食べ方と
関連していると考えられた．
　また，テレビに対する保護者の養育態度につい
ては，因子 ₁「食品表示活用」，因子 ₃「食に関す
るメディアからの情報の批判的認識」，因子 ₄「栄
養バランスの判断」の ₃つの因子は，肯定的意見
より批判的意見と正の関連を示す項目が多かっ
た．これとは対照的に，因子 ₂「食品広告・販売
促進からの影響」は，批判的意見より肯定的意見
と負の関連を示す項目が多く，標準偏回帰係数も
大きかった点は興味深い．テレビを肯定的に視聴
する保護者はその子どもが広告された不健康な味
を好むことへ間接的に関与するという報告₁₁）とも
一致する結果と言える．
　因子間の相関については，因子 ₁「食品表示活
用」，因子 ₃「食に関するメディアからの情報の批
判的認識」，因子 ₄「栄養バランスの判断」は互い
に正の相関を示した．しかし，因子 ₂「食品広
告・販売促進からの影響」は，他の ₃つの因子と
弱い負の相関を示した．人の認知システムには ₂
種類あり， ₁つ目は，直感的なシステムで情緒的
な反応によるもの， ₂つ目は推論するシステムで
認知的な評価によるものである．計画的行動理論
や社会的認知理論などの行動変容理論は ₂つ目の
システムに属すと言われる₅₄）．今回の尺度では，
因子 ₂は，新発売や期間限定の食品を食べてみな
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いと気がすまないというように人の気質や性格に
よって左右される側面を反映する尺度であり， ₁
つ目の直感システムに属すものと捉えられた．一
方，他 ₃つの因子は，食品表示を見て認識した上
で活用するというように， ₂つ目の推論システム
に属す．このように因子 ₂は他の ₃つの因子とは
違う認知システムに属すと考えられ，本研究の結
果で見られた因子間の逆方向の相関を説明すると
言える．従って，望ましい食習慣形成を目指した
働きかけの際にも異なるアプローチが必要である
ことが示唆された．
　本研究の限界として，まず，自記式質問紙で
あったため，テレビ視聴やインターネット使用時
間は，実際の時間とは異なる可能性がある．次
に，対象によっては，質問項目が難しく，理解で
きなかった可能性があった．そのことが，再検査
法による各因子得点の相関やメディアリテラシー
尺度との相関が弱かったことの要因の一つと考え
られる．
　以上のような限界はあるものの，本研究では，
中学生の食に関するメディアリテラシーについ
て，信頼性と妥当性を有する指標を提案できた．
今後は，習慣的な食物摂取との関連から予測的妥
当性を検討し，尺度としての精度を高めていくこ
とが課題である．
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Development of the dietary-related media literacy  
scale among junior high school students

Akemi NAKANISHI*₁, Kumi ETO*₂, Yukari TAKEMI*₃

Abstract
Objective: The purpose of this study was to examine the reliability and validity of a dietary-related media liter-

acy scale among junior high school students.
Methods: A cross –sectional questionnaire survey was conducted among ₂,₀₆₄ junior high school students in 

Tokyo and Saitama between June and July in ₂₀₁₁. Referring to previous studies on the general media lit-
eracy and dietary behaviors, we hypothesized that media literacy consists of ₂ core concepts: ＂critical think-
ing＂ and ＂autonomous judgment＂. A total of ₂₉ items were included as a dietary-related media literacy scale. 
A total of ₂₉ items on dietary-related media literacy scale were included. The reliability was examined by 
internal consistency (Cronbach＇s alpha coefficient) and the test-retest method. The validity was tested by 
examining the associations with the snack choice questionnaire, the general scale for media literacy, and 
media use.

Results：Totally, valid responses were ₁,₄₅₆ (valid response rate:₇₀.₅％). Exploratory factor analysis revealed 
four factors with sixteen items: ＂food label use＂, ＂influence from food advertisements and sales promotions＂, 
＂critical perception towards dietary-related media information＂, and ＂judgment of nutritional balance.＂ Good-
ness-of-fit of the model was high using the confirmatory factor analysis (GFI＝₀.₉₆, AGFI＝₀.₉₅, CFI＝
₀.₉₆, RMSEA＝₀.₀₅). Cronbach＇s alpha coefficient of each construct was satisfactory (α＝₀.₇₆-₀.₈₃) and 
the test-retest scores were significantly correlated (r＝₀.₄₈-₀.₆₇, p＜₀.₀₁). Multiple regression analysis 
revealed that ＂influence from food advertisements and sales promotions＂ was negatively associated with 
television viewing on weekdays and parents＇ positive mediation on television, whereas other three constructs 
were positively associated with parents＇ negative mediation on television.

Conclusion: This study indicated that the reliability and validity of the dietary-related media literacy scale among 
junior high school students were satisfactory.
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Key words: junior high school students, diet, media literacy, scale development

*₁ Nutrition Sciences Degree Program, Graduate School of Kagawa Nutrition University
*₂ Kagawa Nutrition University
*₃ Graduate School of Kagawa Nutrition University


